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はじめに

近年のグローバル化，少子高齢化による人口減少によって，縮小が続く国内

市場から新しい市場を求め海外に目を向ける企業が増えている。特に成長著し

いアジア市場にアクセスし，日本での先行ビジネスをベースに販路を開拓し，

現地のビジネスパートナーを見つけ事業を展開している。また所謂，大手企業

の海外進出事例は枚挙にいとまがないが，中小企業の海外進出は現在も難しく，

そもそものリソースからして海外進出する余裕も無いのが現状であろう。また

最近の傾向として海外進出に踏み出す中小企業は大企業に追随してではなく，

独自の戦略を持ち，自らのビジネスチャンスを模索している。

かつて開拓の地，フロンティア精神に満ち溢れた北海道も例外ではなく，新

しい市場を目指し，生き残りをかけて北海道企業は変革を進めなければならな

い。なかなか産業が育たないと言われ続けた北海道だが，昨今のグローバル化

によって世界の人々の流動性が高まり，新しい強みを獲得した。「HOKKAIDO」

ブランドである。従来，北海道外の国内の人々が大自然，豊かな食に魅せられ

旅行先として選ばれてきた北海道は，海外の人々からも同様に熱い視線が向け

られている。

このブランドを活かし，商品を通じて「HOKKAIDO」の素晴らしさを広めた

いと強い志を持った北海道の企業と我々ビジネス創造センター（略称：CBC）

は産学連携の取り組みとして，シンガポール市場で北海道に対するイメージや
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商品に関する消費者調査１）を実施した。本稿では，そこで得られたアンケート集

計結果やプロジェクトの事例を通じて，「HOKKAIDO」という強いブランドを活

かした北海道企業の東南アジア進出の課題と対策を現地適応化の観点から提示

するものである。なお，今回のシンガポールでの調査はビジネス創造センター

が展開している CBCビジネスサポート２）の提携コンサルタントとも連携し調査

を進めてきた。

また周知の事実であるが，国の政策も積極的に海外進出支援をバックアップ

している。平成２５年から成長戦略である「日本再興戦略」は海外展開を推進で

きる中堅・中小企業を今後５年間で新たに１万社増やすことを謳っており３），経

済産業省を中心として海外進出事業に関する補助金を増額し，中小企業が海外

へチャレンジしやすい環境整備が進められている。

１．北海道企業の海外進出状況

１－１ 日本全体の海外進出状況

まず始めに，日本全体の海外進出状況であるが，先に述べた通り昨年からの

日本再興戦略により，海外進出を支援する政策が厚みを増している。言うまで

もなく，既に日本の大企業，特にグローバル展開している製造業は他国と比べ

て世界的にも多い方である。

一方で中小企業は積極的に海外進出しているとは言い難い状況である。２０１２

年度の日本貿易振興機構（以下 JETRO）による日本企業の海外事業展開に関す

るアンケート調査では次頁の表１にあるように「国内に留まり海外需要を輸出

１）平成２５年度に CBCは海外進出サポート事業として，北海道の中小企業が獲得した
経済産業省の共同海外現地進出支援事業に参画した。当該事業におけるマーケティ
ング支援として北海道産の機能性食品と化粧品，グルメ商品を対象としたアンケー
ト調査をシンガポール高島屋で実施した。
２）CBCが展開する経営相談のプロフェッショナルサービス。

http://office.cbc−s.otaru−uc.ac.jp/?page_id＝３０７３
３）平成２５年６月１４日 日本再興戦略 中小企業・小規模事業者の革新より。
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で取り込みたい」との意向については大企業の６．６％に対して，中小企業は２８．０％

と高く，逆に「積極的に海外進出したい」という意向については大企業が２３．２％

に対し，中小企業は１２．１％と低い傾向である。中小企業の国際ビジネスへの関

心は輸出で高く見られる一方で，実際に現地へ進出するということになると図

１の海外拠点の所有割合で見ても大企業が８５．７％で中小企業が４３．１％と大きく隔

たりがある状況だ。これらのデータから中小企業は海外進出に消極的ではない

かと単に考えられなくもないが，大企業より経営資源が乏しい中小企業にとっ

て海外進出は容易いことではない。特に中小企業の海外進出のパターンで考え

ると，輸出で海外情勢を把握し，経営者自身が海外ビジネスのビジョンを持っ

た後に，従業員の海外派遣，現地拠点設置とステップを踏む傾向（加藤，１９８８）

にあり，実際は数値以上に中小企業の海外進出へのポテンシャルは大きいと考

えられる。

表１ 海外ビジネスに対する日本企業の考え方

出所：ジェトロ世界貿易投資報告２０１３年版１０３ページより筆者作成

図１ 海外拠点の所有割合
出所：２０１３年度日本企業の海外事業展開に関するアンケート調査レポート９ページより筆者作成
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１－２ 北海道企業の海外進出状況

北海道企業も新たに国際ビジネスへの展開が迫られているが，まだ輸出を強

める段階の企業が多く，海外進出に踏み出す傾向は弱いと考えられる。実際，

表２にあるように JETROの北海道貿易情報センターによる「道内企業の海外事

業展開（貿易・海外進出）実態調査（調査時期：２０１４年２月～３月）」では，ア

ンケート調査で今後の海外拠点の設置方針を質問しているが，「現在，海外に拠

点はなく，今後とも海外での事業展開は行わない」とした企業は６３．４％も占め

ている。

他方で，「既に拠点があり拡大する」，若しくは「拠点を維持していく」，「新

たに進出したい」とする海外展開にポジティブな回答の合計は３５．３％を占める

が，やはり日本全体と比べても，海外進出については消極的な回答が多いと言

わざるを得ない４）。この消極的なデータは日本政策投資銀行の経済ミニレポート

NO．１５「北海道企業の事業戦略の特徴５）」からも裏付けられる。ちなみに北海道

特有の土産品を製造，販売する一部の企業などは，海外進出できる能力があり

ながら，あえて北海道内でしか販売しない戦略をとっており，消極的な要因も

様々である。

ただし，輸出に関しては６割近くの企業がポジティブであり，北海道外，海

外での販路開拓の意識も高いことから，新しい市場で戦略を展開したいという

意向を確認することができる。また前節にも述べたが輸出を通じて海外情勢を

把握し，ある程度輸出ビジネスを軌道に乗せてから，海外拠点の展開を図ろう

としている北海道企業もあるのではないだろうか。いずれにしても，北海道企

業の海外進出は国内全体の中小企業と比べても遅れている。

４）日本貿易振興機構の北海道貿易情報センターによる「道内企業の海外事業展開
（貿易・海外進出）実態調査（調査時期：２０１４年２月～３月）７ページでの今後の
海外拠点の設置方針（有効回答数３８５）より。
５）日本政策投資銀行北海道支店による経済ミニレポート No．１５「北海道企業の事業
戦略の特徴」の「E：海外拠点における生産・サービス供給能力（連結ベース）につ
いて，中期的な見通し（今後３年程度）」及び「アンケート結果に見る，北海道企業
の特徴」より。http://www.dbj.jp/pdf/investigate/area/hokkaido/pdf_all/hokkaido
１４０８_０２.pdf（２０１４年９月２３日アクセス）。
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２．北海道企業の海外進出の必要性

２－１ 国内人口の推移と経済のグローバル化

海外進出の必要性を考えた場合，大きく２つの要因が考えられる。一つ目は

日本の人口は今後減少していくことは明らかであり，国内マーケットの縮小が

進む。国立社会保障・人口問題研究所による出生中位（死亡一定）推計では，２０４３

年に日本の人口は１億人を割り，２０６０年には８，０５９万人になると推計されており，

出生低位（死亡一定）推計では２０４０年にも１億人を割ると推計している６）。なお，

北海道では日本の他都府県と比べ人口減少のペースは速く，総務省発表の住民

基本台帳に基づく人口動態調査では２０１４年１月１日の北海道の人口は１年前と

比べ２万９，３０３人の減少と全国最多の数となっている７）。この減少は若い世代が

大学進学と就職の２段階で北海道外に転出している影響もあり，それがさらに

は子育て世代の減少，そして出生数減少につながり人口減少をさらに加速させ

る負の連鎖が発生する可能性が高い。加えて，北海道の合計特殊出生率は厚生

労働省の人口動態統計８）によると，平成２５年は１．２８（全国１．４３）と東京都，京都

府に次いで３番目に低い水準であり，現在５４０万人超の北海道の人口は２０４０年に

表２ 今後の海外拠点の設置方針

出所：JETROの北海道貿易情報センターによる「道内企業の海外事業展開（貿易・海外進出）実態調査
（調査時期：２０１４年２月～３月）７ページより筆者作成

６）日本の将来推計人口 国立社会保障・人口問題研究所（２０１２年１月）より。
７）日本経済新聞２０１４年６月２５日「北海道，人口減少数が全国最多 地方部は１％超
減」。http://www.nikkei.com/article/DGXNASFC２５００M_V２０C１４A６L４１０００/（２０１４
年９月２０日アクセス）。
８）厚生労働省 平成２５年（２０１３）人口動態統計（確定数）の概況より。http://www.

mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/jinkou/kakutei１３/dl/０７_h３−２.pdf（２０１４年９月２０日ア
クセス）。
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は１００万人以上減少して４１９万人とも予測されている９）。したがって，北海道企業

は国内の他地域より早く，人口減少の影響が事業に及ぶ。これはビジネスのマー

ケット規模だけではなく，自社の人材確保という点においても困難な状況に見

舞われる。

さらに北海道企業の海外進出の必要性を考えた場合，経済のグローバル化が

進んでいるという点である。昨今，連日の報道にあるように TPP（環太平洋連

携協定）を始め，FTA（自由貿易協定）や EPA（経済連携協定）という国家間

での貿易協定が積極的に進められており，国内企業に海外での新たなビジネス

チャンスが生まれると同時に，他国企業が日本国内で新しいビジネスチャンス

を獲得しようとしている。実際，関税の撤廃や削減により物やサービスの流れ

が変わり，各社は国内外ともに従来展開していたビジネスモデルの変更をさら

に迫られるであろう。また為替レートの変動によっても，調達や販売に大きく

影響するため，国内に留まり続けることは，グローバル化が進む２１世紀におい

ては経営が硬直し身動きが取れなくなるリスクを抱える。以上の基本的な外的

要因からも海外展開の必要性は年々高まっており，北海道企業にとって海外進

出の基盤構築が急務である。

２－２ 国際経営戦略

日本の高度経済成長に伴い，海外ビジネスを展開する企業が増えたことは事

実であるが，先に述べた通り製造業を中心とした大企業がほとんどである。中

小企業，特に第２次産業の弱い北海道企業にとって海外進出は，やっと近年目

を向けたと言って良いであろう。従来の海外進出の動機としては資源確保や市

場拡大，生産コストの削減が主な要因であったが，情報化が進み，新興国の経

済成長が著しくなった２１世紀においては単に従来の動機だけで海外進出してい

ては競争に負けてしまう。確かに，北海道の市場は少子高齢化，人口減少によ

９）国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口』（平成２５年３月推計）
より。http://www.ipss.go.jp/pp−shicyoson/j/shicyoson１３/２gaiyo_hyo/gaiyo.asp（２０１４
年９月２７日アクセス）。
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り縮小が進むため，新たな市場獲得を目的に海外進出し生き残りをかける企業

は今後も増えるであろうし，海外進出による生産コストの削減を図る効果も生

まれる。しかしながら，東南アジアの歴史や文化を背景とした国民性，嗜好を

一括りにすることはできず，その国・地域の法令や地政学的リスク，政治体制

などの市場環境も十分に踏まえた経営戦略が必要になる。

クリストファー・A・バートレットとスマントラ・ゴシャールによる国際経営

の形態としては，各地域へ権限を委譲し現地化を進めるマルティナショナル型，

権限を中央に留め標準化を徹底して展開するグローバル型，マルティナショナ

ルとグローバル型の中間に位置するインターナショナル型に分類される。マル

ティナショナル型は現地化による事業展開であり，進出先の消費者から商品，

サービスが受け入れられやすい一方で，経営効率が悪く規模の経済を享受しに

くい。逆にグローバル化は標準化による効率化は図られるが，進出先のニーズ

を無視した経営になりかねない。したがって，「HOKKAIDO」というブランドを

活用しビジネスを展開する北海道企業にとっては，進出先での「HOKKAIDO」

のイメージを十分に把握し，それに応えられる宣伝，商品開発，オペレーショ

ンが求められ，ブランドを意識した統一感を維持しつつも，各国での市場環境

に合わせた現地適応化を推進する経営が望ましい。

また東南アジアにおける国際経営の先行研究としては，大丸や伊勢丹，高島

屋など小売業の事例をベースにした研究がある。アジアの進出に際してどのよ

うに市場を捉えるのかについて川端（２０１１）は，アジアの消費市場を単に所得

が上がったからモノが売れるわけではなく，消費市場を動かす要因，つまり家

計の支出配分を変更してでも購入したいと思わせる価値や意味を見いだせるモ

ノでなければ市場は拡大しないとし，またその価値や意味にはそれぞれのライ

フスタイルが大きく影響するとしている。そして市場進出への経営行動に影響

を与える市場特性（人口規模や法令，気候など）の要素も把握しなければなら

ないと指摘している。生田目と須山（２０１１）によるアジア進出に関する示唆で

は GDPの指標や消費行動としての価値観や文化・文明価値観および発達度に関

する把握の他に消費者間の情報の伝達方法，すなわちコミュニケーションの成
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熟度を進出の指標として挙げている。かつてのテレビやラジオ，雑誌だけでは

なく双方向性の高いオンラインコミュニケーションが活発であれば，消費行動

に影響を与え得るとしている。

以上の示唆からも北海道企業にとって海外の消費者の価値観や感性，ライフ

スタイル，そして市場の特性を踏まえてどこまで現地化を進めるべきなのかを

明らかにし，戦略を持つことが非常に重要になってくる。また，北海道企業が

「HOKKAIDO」ブランドを強みとして海外進出する事例を基にした国際経営の

研究は少ないのが現状であり，北海道企業にフィットした国際経営戦略の研究

が待たれている。

３．シンガポールの概況

３－１ シンガポール人の特性

シンガポールの国土は７１５．８km２であり，２０１２年の人口は５３１万人と推計されて

いる。これはおよそ国土面積が東京２３区とほぼ同じくらいで，人口については

北海道と同等の規模である１０）。位置としては赤道直下であり，熱帯モンスーン気

候のため，年中高温多湿の気候である。雨季，乾季はあるものの基本的にはあ

まり変動のない気候が続くことになる。また民族構成は中華系７４％，マレー系

１３％，インド系９％，その他３％となっており，中華系が圧倒的な割合を占め１１），

宗教は仏教，イスラム教，キリスト教，ヒンドゥー教とさまざまな宗教が存在

している。なお，人口についてシンガポール政府の２０１３年１月２９日に発表した

人口白書では，現在の５３１万人から２０３０年までに６９０万人にまで増加する見通しが

出されている１２）。ただし，女性の社会進出が進んでいるシンガポールのここ１０年

の合計特殊出生率は，およそ１．２を少々上回る水準で推移しており，既存の人口

では日本と同様に少子高齢化が進むため，外国人労働者の受け入れ政策によっ

１０）IDE−JETROアジア経済研究所『２０１３アジア動向年報』（２０１３）。
１１）外務省ホームページ『アジア シンガポール共和国』。

http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/singapore/data.html＃０１（２０１４年９月２６日アクセス）。
１２）JETRO『ジェトロ世界貿易投資報告２０１３』１８５ページより。
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表３ シンガポールと日本の家計支出パターン

出所：村上（２００６）『シンガポールの家計にみる社会の変化とライフ
スタイル』より筆者作成

て人口の拡大を図っている。

後述するが，シンガポールは既に経済発展を遂げており，周辺のアジア各国

より一人あたりの GDPは大きい。これは教育水準が高いことに加え，国民一人

あたり年間２，３９９時間もの労働を厭わない国民性も影響しているであろう。やや

１９９８年前後の古いデータになるが，シンガポールと日本の家計調査（村上，２００５）

によると，シンガポール人は「調理食品・外食」の割合が１３．０％と日本人の６．３％

に比べ外食が多い傾向となっている。これは先述の労働時間が長い上，女性の

社会進出が進んでいることもあるが，食事を通して家族と過ごす時間を増やす

傾向が反映されているのであろう（生田目と須山，２０１１）。また「交通・通信」

についても日本より割合が多く出ている。特に通信については携帯電話の普及

率が１４４．２％，インターネットの普及率は７７．８％，Facebookの対インターネット

利用者比は７８．４３％と他の先進国と比べて全体的に高く，ITリテラシーも高いと

考えられる１３）。

また，シンガポール人の外国旅行志向が高いことは特筆すべきであろう。５００

万人超の人口に対し，２０１１年のシンガポールの外国旅行者数は７７５．３万人と年間

１回以上外国旅行していることになる１４）。もともと西端から東端まで車で４０分と

１３）日本政府観光局『JNTO訪日旅行誘致ハンドブック２０１３（アジア６市場編）』，２０１３より。
１４）日本政府観光局『JNTO訪日旅行誘致ハンドブック２０１３（アジア６市場編）』，２０１３より。
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かからない国土が狭く気候の変動が少ないシンガポールにおいて，レジャーな

どは非常に限られたものとなる。旅行先としては近隣のマレーシア，インドネ

シアに続き，中国やタイ，香港，豪州，日本などである。２０１２年２月の「訪日

観光プロモーションの効果検証に係るアンケート調査」では自然，食べ物，伝

統文化や歴史といった点で北海道は評価されている。ちなみに２０１３年１２月３日

の日本政策投資銀行による「アジア８地域・訪日外国人旅行者の意向調査（平

成２５年版）」によれば，シンガポール人は「海外旅行ならどこへ行きたいですか？」

という質問に対し５７％が日本と答えている。さらに「これまでの訪日旅行で日

本のどの地域を訪問しましたか？」という質問に対しては，７４％が東京，４０％

前半で大阪，京都，富士山と続き，北海道は３１％で５番目になっており，観光

地の訪問意欲に関しては，北海道は５３％と東京（４３％）や京都（２４％）など他

の観光地を抑えて一番高い状況なのである。

３－２ シンガポールとASEAN５カ国との比較

１９９０年代に NIEs１５）の一角とし，経済発展を遂げたシンガポールであるが，近

年は NIEsの経済規模を ASEAN５（マレーシア，タイ，インドネシア，フィリ

ピン，ベトナム）が凌ぐほどになっている１６）。以下ではこの ASEAN５の国々と

の比較からビジネスマーケットととしてのシンガポールのポジショニングを考

察したい。

人口が少ないシンガポールであるが，次頁の表４の通り一人あたりの GDP

は他５カ国より大幅に高く，日本（約＄４０，０００前後）と比べても１万ドル以上

高い数値である。一方で，実質 GDP成長率は２０１２年で１．３％と，成長速度が鈍

化しており今後も３％を超えない水準で２０５０年まで徐々に低下していくと予想

されている１７）。

１５）韓国，香港，台湾，シンガポールの新興工業経済地域の略称。
１６）「ASEAN５，アジアけん引 １４年 GDP２１６兆円」日本経済新聞２０１３年１月１５日。
１７）『グローバル JAPAN－２０５０年シミュレーションと総合戦略－』９４ページより。

26 商 学 討 究 第６５巻 第２・３号



他方の５カ国であるが，マレーシアは一人あたりの GDPが１万ドルを超え，

個人の可処分所得がさらに増えていくと予想され，高級嗜好品への需要が高ま

るであろう。タイについては国内情勢の不安定要因から，近年の経済成長率の

変動が大きいものの，長期的には経済規模の拡大により重要なマーケットとな

る。またインドネシア，フィリピン，ベトナムについては一人あたりの GDP

はまだ低水準であるが，人口も大きく経済規模の急拡大が予想される。いずれ

にしてもシンガポールは周辺５カ国よりも経済発展を遂げており，先進国と同

様に高級品などの需要が今後大きく拡大することは難しい。ただし，シンガポー

ルはアジア地域の経済・金融・情報のネットワークの結節点であり，ヒト，モ

ノ，カネが行き交う国際都市である１８）。ある意味遠く離れた北海道から進出した

企業にとって，シンガポールは東南アジア各国へのゲートウェイとして位置付

けられることから，シンガポールでのビジネス展開は周辺国の消費者に対する

宣伝広告，信用力を遡及する効果が期待できる。さらに先述したが，周辺国へ

の海外旅行を積極的に行うシンガポール人は，先駆的な消費者であり，東南ア

ジアにおいてトレンドを形成することも期待でき，周辺国からの観光客も多く，

シンガポールでのビジネスは一定の波及効果が見込まれる。

平成２０年度の東南アジアでの消費トレンド報告書１９）では，シンガポールの消費

表４ シンガポールとASEAN５の経済指標

出所：ジェトロ世界貿易投資報告２０１３年版より筆者作成

１８）川端基夫（２０１１）『アジア市場を拓く』１１３ページより引用。
１９）経済産業省通商政策局アジア大洋州課『平成２０年度消費トレンド調査報告書 イ
ンドネシア・フィリピン・ベトナム・中国』および『平成２０年度消費トレンド調査
報告書 シンガポール・マレーシア・タイ・インド』より。
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表５ シンガポールとASEAN５の消費者分類の割合

出所：経済産業省通商政策局アジア大洋州課『平成２０年度消費トレンド調査報告書 インドネシア・フィ
リピン・ベトナム・中国』および『平成２０年度消費トレンド調査報告書 シンガポール・マレーシア・
タイ・インド』のクラスター分析結果、生田目と須山（２０１１）を参考に筆者作成。

者は他５カ国と比べて日和見的や諦観的な傾向が出ており，経済発展とともに

じっくりとモノを見られる穏やかな消費者タイプと推察される。一方，他５カ

国はイノベータ―的であったり，趣味を楽しんだり，上昇志向の傾向があった

りなど積極的な消費者タイプの傾向が見られ，これからの経済発展を目指して

新しい領域へシフトしていくような躍動を感じることができる。したがって，

先進性のある商品やブランドをシンガポールで浸透させるには時間をかけ信頼

性を向上させていく必要がある。
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４．シンガポールでのアンケート調査結果

４－１ アンケート調査の概要と調査の仮説

２０１４年１月下旬から２月中旬にかけて，シンガポール高島屋にてアンケート

調査を実施した。シンガポール人の特性を知るための非常にプリミティブなア

ンケート設問内容ではあったが，消費者の北海道への関心と機能性食品，化粧

品，そして北海道のグルメ商品に対する３つの商品カテゴリーについて幅広く

回答を得ることができた。

シンガポール高島屋は１９９３年にオーチャード通りで開業され，伊勢丹ウィス

マトリア店の隣地にあり，またオーチャード通りは人通りも多くマリオットや

ヒルトンホテルのある華やかなエリアである。アンケートはこのシンガポール

高島屋の地下２階食品売場にある催事スペースで旧正月（１月３１日，２月１日）

を挟んで実施した。

アンケート調査をする上での仮説としては，高島屋という百貨店での調査か

ら，既に日本に対して好意的且つ富裕層の中から回答されるものであり，シン

ガポール消費者全体の傾向より比較的北海道に対してポジティブな回答を得ら

れる内容となるであろうこと，また機能性食品と化粧品の商品を扱う調査であ

ることから，女性の回答者が多くなり，年齢層も３０代後半以降と予想していた。

北海道のイメージとしては，１月下旬から２月中旬の時期に調査していること

から，冬を連想し雪や寒さなどのイメージを多く持たれるのではないかという

ことや食べ物についてのイメージが強いのではないかと想定していた。

アンケートの設問項目は主に以下４つから構成されており，回答者の属性と

３つの商品カテゴリーについて回答を得ている。

�１ 個人の属性と北海道及び北海道フェアに関する設問

�２ 機能性食品に関する設問

�３ 化粧品に関する設問

�４ グルメに関する設問
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表６ 男女別の来道歴

４－２ アンケート集計結果

�１ 回答者全体の傾向

回答者の総数は１９１名で男性が２７名，女性が１６４名である。年齢構成は１０代１１

名，２０代２８名，３０代６１名，４０代３５名，５０代４２名，６０代以上１４名であり，当初の予

想通り，３０代から５０代の女性を中心に回答が得られた。また全般的に商品を購

入する際に重視する要素２０）については「品質」が圧倒的に高く回答者の９０．１％が

重要視し，続いて「価格（５３．９％）」，「味（４０．３％）」，「安全性（３５．１％）」となっ

た。

来道歴についての設問では，「有る」と答えたのが６４人と全体の３３．５％と実に

３人に１人が北海道を訪問したことがあるという結果であった。さらに北海道

に対するイメージを全回答者から得たが２１），来道歴によっていくつかのイメージ

に差が出てくることが分かった。来道歴の有無により１０％以上のイメージ差が

検出された項目は，次頁表７の「自然」，「食べ物」，「温泉」，「美容と健康」，「安

全」であり，来道歴のあるシンガポール人にとっては，自然が豊かで食べ物が

美味しく，温泉でゆっくりできたことが分かる。また安全面においても来道歴

の無い人々よりも安全性を強く感じる傾向にある。一方で「美容と健康」につ

いては来道によりイメージ付けがされていないことが分かる。ここに今回の北

海道産機能性食品と化粧品を販売していく上での大きな課題を見出すことがで

きる。

２０）設問は「価格」，「ブランド」，「品質」，「カスタマーサービス」，「味」，「安全」，「製
造国」から重視する要素を３つ選択回答。

２１）イメージの選択項目は「自然」，「食べ物（が美味しい）」，「温泉」，「雪（が多い）」，
「ショッピング」，「美容と健康（に良い）」，「景観（が豊か）」，「リラックス」，「安
全」，「カスタマーサービス」，「特にない」，「その他」から複数回答。

30 商 学 討 究 第６５巻 第２・３号



表８ 各商品カテゴリーに対する情報源

注）複数回答可能なため、回答比率合計は１００％を超過する。

さらに興味深い結果として，機能性食品や化粧品の購入場所はそれぞれドラッ

グストア，百貨店と明確に分かれたのに対して，商品の情報源としてはすべて

のカテゴリーにおいて「友人」が最も多く，次いで「雑誌」や「新聞」があげ

られた。一方で「TV」や「Facebook」などを介した情報については，情報源と

して重要視されなかったことは通信，IT リテラシーが高いからと言っても，電

子的な情報を鵜呑みにせず，機能性食品や化粧品は直接的な友人間の情報を信

用するという傾向を掴むことができた。

�２ 商品カテゴリー別の傾向

品質を最重要視し，次いで価格を重視するシンガポール人であるが，３つの

商品カテゴリーの購入理由（複数回答可）をさらに深堀すると次の通りとなっ

た。機能性食品では「健康増進」が最も高く，「美肌」，「治療」の順で回答され，

日本国内のように「ストレス軽減」や「生活習慣病予防」，「アレルギー予防」

などの要素はあまり見られず，「ダイエット」も含め２０％未満の回答であった。

表７ 来道歴別の北海道に対するイメージ
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図２ 機能性食品の重視機能 図３ 化粧品の重視機能

図４ グルメ商品の購入理由

回答の多かった「健康増進」，「美肌」の要素から推測するに現状よりもさらに

元気で美しくいたいという前向きな精神状態の傾向が強い。これは化粧品でも

「潤い」，「アンチエイジング」が重視する要素として挙げられており，機能性

食品で重要視している「健康増進」，「美肌」と関連性が高いと思われる。なお，

化粧品の「美白」や「シミ対策」などはあまり関心が高くない状態である。

グルメ商品では当然のことながら「美味しさ」が重要視されているが，全般

的な回答でも重要視されていた「品質」の他，「値頃感」と「高級感」が同水準

で存在しており，今回の調査では購入額や誰のために購入するかによっての相

関は見いだせていないが，グルメ商品の種類や用途によって分かれてくると推

察される。
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５．シンガポールでのアンケート調査の分析

５－１ シンガポール市場進出の課題について

アンケート結果では調査前に想定していた内容と異なる，又は全く新しい傾

向を見出すことができた。来道歴による北海道のイメージの差であったり，機

能性食品や化粧品では，健康増進や潤いなど若々しくいたいという欲求が表れ

ていたり，実体験を通じた北海道の印象の変化や健康や美に対して商品に期待

する要素は現地での調査が無ければ，限りなく把握が難しかったであろう。ま

た，機能性食品や化粧品に関する携帯電話やインターネットを通じての情報は

信頼されているとは言い難く，テクノロジーリテラシーが高い一方で情報源の

選別は厳しいことも判明した。なお，こういった特性は従来の調査結果が出て

いても，変化していくものであり今後も常に状況を把握していくべきと考える。

他方，アンケート結果からのデータではないが，シンガポール人はアンケー

トを回答する際にいい加減にならず，真摯な回答者が多かった。データから現

れている品質へのこだわりや友人を最も重要な情報源にしている点などを考慮

すると，見た目や流行に踊らされず，本質的な目を持った国民性であると感じ

られる。そのため，北海道企業は現地では外国製品であることの認識を持ち，

厳しいチェックに晒されているとの前提で販売促進を展開しなければ，逆に信

用を失いかねない。勿論，経営行動としても品質管理からアフターケアまでを

重視したバリューチェーンの構築を確立し，シンガポール人の特性を踏まえた

上で不安払拭，信頼醸成を進める必要があり，消費者の要求によっては常設店

舗の設置も検討していくべきであろう。

さらに品質重視の消費者志向から，機能性食品や化粧品はその機能性や使用

方法について，アンケート調査員に詳しく質問をするケースが多く見受けられ

た。データから言えるように商品の特徴をよく見極め，相談しながら時間をか

けて購入する慎重な消費者が多いと考えられる。そのため，催事の一時的な販

売員では商品知識が乏しく，適切な説明やアドバイスが出来ない可能性が高い。

さらに誤った説明により，信頼を失いかねないリクスも存在する。したがって，
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商品の特徴を的確に説明し，購入につなげるためには，現地の言語が堪能で，

商品知識が豊富な自社社員の活用が有効と考えられ，加えて北海道の魅力も伝

えられる人材採用と人材育成が求められる。また状況によって POPなどで機能

性の補足説明も充実させるべき取り組みになるであろう。

５－２ シンガポール市場進出に向けて

３つの商品カテゴリーの中で一番関心が高かったものは，予想通り北海道の

グルメ食品であり，北海道に対するイメージも「食べ物が美味しい」が最も多

く，次に「自然が豊か」，「温泉が楽しめる」，「のんびり過ごせる」，「雪が多い」

と続いていた。これらは「HOKKAIDO」ブランドから想起される要素であり，

東南アジア市場の進出においては明らかに差別化につながる。

他方で機能性食品については，６８％が購入したことがあると回答しており，

「健康増進」，「美肌」を求める回答が多かった。商品の購入に際して「品質」

を最も重要な要素として挙げているシンガポールの市場に対しては，商品の効

果を裏付け説明できるような取り組みが必要であり，現地で信頼されている販

売店などとアライアンスを組むことによって販売機会が増える。

以上の調査から判明した要素を踏まえ，再度シンガポールの消費者市場をセ

グメントし，ターゲットを明確にする必要がある。当然，そのためには今回の

３つの商品カテゴリーをどのように位置付け，そしてシンガポールだけではな

く周辺国にも波及させられる戦略を持つことが重要だ。回答者の傾向は商品に

よって，そして年齢，職業によって異なっており，今回アンケート対象とした

３つの商品カテゴリーを同様な戦術で進めるには限界がある。ただし，

「HOKKAIDO」というブランドを活用するのであれば，単に消費者ニーズに迎

合した販売になるのではなく，統括的なコンセプトを持ち，新たなビジネスを

展開することは，北海道企業にとって大きな発展が期待できる。例えば，北海

道のイメージで「自然が豊か」，「温泉が楽しめる」，「のんびり過ごせる」とい

う項目が上位を占めている。またアンチエイジングや健康増進，そして全般的

に品質に対する関心の高さが目立った。リラックスやアンチエイジングなどの
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コンセプトを掲げ，温泉やホテルでのサービスと機能性食品や化粧品を結び付

けるブランド戦略を取ることでシナジーが生み出される可能性を持っている。

６．おわりに

今回のシンガポール高島屋での消費者調査を通じて，北海道企業にとって既

存データからは見えない新しい発見と共にシンガポール周辺国への戦略展開が

開けてくる。勿論，非常に基本的な調査だったため継続調査を予定している。

消費行動や市場の特性を把握するために，多くの調査報告書やデータ集計を

確認することは基本である。しかしながら，データから見えることと直接現地

で調査をしながら回答者の姿勢や表情，言動から市場を肌で感じることもまた

重要である。今回の調査では，シンガポール人の姿勢，北海道への憧れ，そし

て商品選定に対する厳しさをデータとは違う側面で把握することができ，現地

適応化の設定範囲に一定の基準を持つことができた。

これはシンガポールだけではなく東南アジア諸国全体に言えることだが，単

に日本で行っているビジネスをそのまま現地で展開するのではなく，進出先の

歴史や文化などからくるライフスタイルを十分に把握し，時代の変化を先取り

しながら戦略を実施しなければならない。しかし，「HOKKAIDO」ブランドを活

かした東南アジア市場への経営アプローチについては，まだ解明しなければな

らない点が多い。観光地としての北海道のイメージは非常に評価が高いが，そ

れを持って北海道産商品のアジア市場での成功は何も約束されていない。いか

に強みである「HOKKAIDO」と商品をリンケージさせ，新しいビジネスモデル

を構築していくかが大きな課題である。

最後に CBCとして，今回のような北海道企業の海外進出サポート通じて，東

南アジア市場を把握するシンクタンクとして機能充実も図り，併せて学生の海

外インターンシッププログラムを構築し，東南アジア市場へ進出する北海道企

業への経営支援と学術教育を融合させていく所存である。
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